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1. 業務概要 

1.1 業務目的 
令和元年東日本台風により、東日本の広い範囲で土砂災害や水害が発生し、東北地方の各地

で災害廃棄物処理を被災自治体が進めてきたところである。また、被災自治体の要請等により、

自治体、民間事業者、ボランティア団体等の様々な関係者が災害廃棄物対策の支援に携わって

きている。広域的かつ同時多発した災害への対応が求められ、様々な経験や教訓、反省等が得

られたところであるが、これらを記録として整理し、知見として継承していくことは、今後の

災害廃棄物対策をより実効性の高いものにしていくことにつながっていく。 
本業務では宮城県、福島県内の自治体等が行う処理計画の策定を支援することにより、災害

等廃棄物処理の実効性を高めることを推進する。合わせて本業務を通じて得られる知見等を災

害廃棄物対策東北ブロック協議会の構成員間に共有することにより、ブロック内の処理計画策

定率の向上及び発災時の対応力強化を図ることを目的とする。 
 

 

1.2 業務概要 
業務名 

令和３年度 令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の振り返り及び災害廃棄物処理計

画作成支援等調査業務 
業務位置 

岩手県、宮城県、福島県 
履行期間 

令和３年８月５日～令和４年３月 31 日 
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作業内容 
作業内容及び数量は表 1-1 に示すとおりである。 

表 1-1 作業内容一覧表 

項目 内容 数量 単位 

0.調査計画 

・準備 
0-1 計画・立案 

第1回打合せに先立ち業務全般を見通し、調査要点を確認

し、業務計画書を作成する。 
1 式 

1-1.被災自

治体の災害

廃棄物対応

に係る情報

の収集及び

整理 

1-1-1 初動対応 

・発災直後の被害状況の整理 

・発災後の県内市町村の一般廃棄物処理体制 

・関係機関等との連携・協力 

・災害廃棄物の発生状況と組織及び人員体制 

1  式 
1-1-2 応急対応 

・災害廃棄物発生量等の推計と処理スケジュールの作成 

・県内市町村への支援 

・災害廃棄物処理の基本的な方向性 

1-1-3 復旧対応、

災害査定 

・災害廃棄物の中間処理及び最終処分等 

・土砂混じりがれきや損壊家屋等の撤去 

・国への災害等廃棄物処理事業の報告及び災害査定 

1-2.被災自治体の災害廃棄物対

応に係る教訓と課題の整理 

被災自治体の災害廃棄物処理計画の記載内容、被災自治体

が所属する地域ブロックの災害廃棄物対策行動計画の記載内

容等を踏まえ、令和元年東日本台風における被災自治体の災

害廃棄物対応に係る教訓と課題について整理、座談会での資

料に活用できるものとする。 

1 式 

1-3.令和元年東日本台風におけ

る災害廃棄物対応関係者による

座談会の開催 

令和元年東日本台風における災害廃棄物対応に関する座談

会（岩手県１回、宮城１回、福島県1回）を開催する。 
1 式 

1-4.令和元年東日本台風におけ

る災害廃棄物対策にかかる被災

自治体の記録誌の作成 

「令和２年度令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の

振り返り等業務」で取りまとめた報告書を活用し記録誌とし

て１冊に内容をまとめる。 

1 式 

2.災害廃

棄物処理

計画作成

支援等調

査 

2-1.災害廃棄物処

理計画の基となる

基礎資料作成支援

等 

想定する災害の調査・推計及び計画の基礎資料に盛り込む

べき事項ついて必要な調査、推計を対象団体と協議の上実施

する。対象団体との打合せを第一回検討会の前に１回実施す

る。 

1 式 

2-2.検討会支援 

「災害廃棄物処理計画作成支援対象とする対象団体」に掲

げる対象団体の担当職員と検討会（対象団体ごと２回）を開

催し、資料作成、議事運営、議事要旨の作成等、必要な事務

を行う。 

1 式 

2-3 計画の基礎資

料作成 

・災害別・品目別の発生量の推計 

・災害発生時の初動体制の計画  等 
1 式 

2-4.災害廃棄物処

理計画のひな形作

成 

処理計画の完成までの一助となる様式（ワークシート）を

作成する。 
1 式 

3.報告書作成 業務全体の成果をとりまとめ、報告書を作成する。 1 式 

4.打合せ 
業務着手時（１回）、中間打合せ（２回）、報告書作成前の

最終打ち合せ（１回） 
4 回 

 
委託者 

環境省 東北地方環境事務所 
受託者 

株式会社エイト日本技術開発 東北支社 
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2. 実施内容 

2.1 本業務で対象とする被災自治体及び支援対象団体 
本業務において、令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の振り返りの対象とする被災

自治体及び災害廃棄物処理計画作成支援の対象団体は、次のとおりである。 
 
 
 

 

図 2-1 本業務で対象とする被災自治体及び支援対象団体 

 
  

◆令和元年東日本台風における 

  災害廃棄物処理の振り返り 
 
【対象被災自治体】 
岩手県、宮城県、福島県 

◆災害廃棄物処理計画作成支援 
 
【対象団体】 
黒川地域行政事務組合、 
本宮市、浅川町 
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2.2 業務フロー 
本業の業務フローを図 2-2 に示す。 
 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 業務フロー 

 
 

2.3 計画準備 
本業務に実施に当たって業務全般を見通し、要点を確認し、業務計画書を作成した。 

  

計画・立案 

被災自治体の災害廃棄物対応

に係る情報の収集及び整理 

１）初動対応 

２）応急対応 

３）復旧対応、災害査定 

被災自治体の災害廃棄物対応

に係る教訓と課題の整理 

座談会の開催 

成果品 

記録誌作成 

災害廃棄物処理計画の基とな

る基礎資料作成支援 

検討会支援 

計画の基礎資料作成 

報告書作成 

計画のひな形作成 
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2.4 被災自治体の災害廃棄物対応に係る情報の収集及び整理 
「令和２年度 令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の振り返り等業務」で調査した

結果を基に、被災自治体（岩手県、宮城県、福島県）における災害廃棄物対応に係る最新の情

報を公表されている資料や被災自治体への聞き取り調査により収集し、対応段階毎に整理した。 
 

表 2-1 被災自治体の災害廃棄物対応に係る情報 

対応段階 項 目 
初動対応 発災直後の被害状況の整理 

発災後の県内市町村の一般廃棄物処理体制 
関係機関等との連携・協力 
災害廃棄物の発生状況と組織及び人員体制 

応急対応 災害廃棄物発生量等の推計と処理スケジュールの作成 
県内市町村への支援 
災害廃棄物処理の基本的な方向性 

復旧対応、 
災害査定 

災害廃棄物の中間処理及び最終処分等 
土砂混じりがれきや損壊家屋等の撤去 
国への災害等廃棄物処理事業の報告及び災害査定 

 
 

2.5 被災自治体の災害廃棄物対応に係る教訓と課題の整理 
被災自治体の災害廃棄物対応に係る情報の収集及び整理や災害廃棄物に係る関連計画の記

載内容等を踏まえ、令和元年東日本台風における被災自治体の災害廃棄物対応に係る教訓と課

題について整理し、座談会で使用する議事資料を作成した。 
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2.6 令和元年東日本台風における災害廃棄物対応関係者による座談会の開催 
岩手県、宮城県、福島県の災害廃棄物対応に携わった関係者（県、県内市町村、県外支援自

治体、支援団体）を対象とした振り返り座談会を開催した。 
 

座談会の概要 
(1) 座談会テーマ 

座談会のテーマは次のとおりである。 
 

 
テーマ１「令和元年東日本台風における災害廃棄物処理を通じて得られた教訓・反省や、

今後に向けての課題」 
 

テーマ２「令和元年東日本台風における災害廃棄物処理を通じて得られたノウハウや、う

まくいったこと」 
 

テーマ３「災害廃棄物処理における支援や関連機関等との連携・協力体制について」 
 

 
(2) 座談会の次第及びタイムスケジュール 

各県における座談会の次第及びタイムスケジュールは次のとおりである。 

表 2-2 座談会の次第及びタイムスケジュール 

時 間 次 第 項 目 

13：30 １ 開 会 

13：30 ２ 主催者あいさつ（環境省 東北地方環境事務所 資源循環課） 

13：35 ３ 出席者紹介 

13：45 
４ 議事 
（１）「令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の振り返り座談会」 

について 

13：55 
（２）テーマ１「令和元年東日本台風における災害廃棄物処理を通じて得 

られた教訓・反省や、今後に向けての課題」 

14：35 
（３）テーマ２「令和元年東日本台風における災害廃棄物処理を通じて得 

られたノウハウや、うまくいったこと」 

15：15 
（４）テーマ３「災害廃棄物処理における支援や関連機関等との連携・協 

力体制について」 

15：55 （５）その他（自由意見等） 

16：00 ５ 閉 会 
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(3) 令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の振り返り座談会（岩手県） 
岩手県で開催した座談会の概要は次のとおりである。 

 
1) 開催日時 

令和 3 年 11 月 18 日（木）13：30 ～ 16：00 
2) 会場 

イーストピアみやこ １階 会議室１ 
3) 出席者 

出席者：7 名 

表 2-3 座談会出席者一覧（岩手県） 

所 属 職 名 

環境省 東北地方環境事務所 資源循環課 課長補佐 

≪県内被災自治体≫  

岩手県 環境生活部 資源循環推進課 主査 

岩手県 環境生活部 資源循環推進課 主査 

久慈市 生活福祉部 生活環境課 環境保全係 主任 

宮古市 市民生活部 環境生活課 きれいなまち推進室 室長 

釜石市 市民生活部 生活環境課 廃棄物対策係 主幹兼廃棄物対策係長 

≪支援団体≫  

一般社団法人 岩手県産業資源循環協会 事務局長 
 

【状況写真】 
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(4) 令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の振り返り座談会（宮城県） 
宮城県で開催した座談会の概要は次のとおりである。 

 
1) 開催日時 

令和 3 年 11 月 25 日（木）13：30 ～ 16：00 
2) 会場 

ヒューモスファイヴビル ８階仙台駅前貸会議室 大（Ａホール） 
3) 出席者 

出席者：18 名 

表 2-4 座談会出席者一覧（宮城県） 

所 属 職 名 
環境省 東北地方環境事務所 資源循環課 課長 
環境省 東北地方環境事務所 資源循環課 課長補佐 
≪県内被災自治体≫  
宮城県 循環型社会推進課 施設班 技術補佐（班長） 
宮城県 循環型社会推進課 廃棄物指導班 技術主任主査 
宮城県 循環型社会推進課 施設班 技師 
仙台市 環境局廃物 企画課 主任 
多賀城市 新型コロナウイルスワクチン接種対策室 課長補佐 
多賀城市 生活環境課 主事 
登米市 環境課 課長補佐兼係長 
柴田町 町民環境課 主事 

石巻市 廃棄物対策課 主幹 
角田市 生活環境課 生活環境係長 
丸森町 町民税務課 町民生活班 主査 
大郷町 町民課 環境衛生係長 
≪県外支援自治体≫  
東京都 環境局 多摩環境事務所 廃棄物対策課長 
山形県 環境エネルギー部 循環型社会推進課 廃棄物対策主査 
横浜市 資源循環局 事業系対策部 産業廃棄物対策課 監視指導担当課長 
≪支援団体≫  
一般社団法人 宮城県産業資源循環協会 常務理事兼事務局長 

 
【状況写真】 
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(5) 令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の振り返り座談会（福島県） 
福島県で開催した座談会の概要は次のとおりである。 

 
1) 開催日時 

令和 4 年 1 月 18 日（火）13：30 ～ 16：00 
2) 会場 

コラッセふくしま ３階 小会議室 302（Web会議併用） 
3) 出席者 

出席者：16 名 

表 2-5 座談会出席者一覧（福島県） 

所 属 職 名 
環境省 東北地方環境事務所 資源循環課 課長 
環境省 東北地方環境事務所 資源循環課 課長補佐 
環境省 関東地方環境事務所 資源循環課 廃棄物対策等調査官 
環境省 近畿地方環境事務所 資源循環課 災害廃棄物対策専門員 
≪県内被災自治体≫  
福島県 生活環境部 環境保全総室 一般廃棄物課 副主査 
福島県 生活環境部 環境保全総室 一般廃棄物課 副主査 
本宮市 生活環境課 課長 
本宮市 生活環境課 係長 
浅川町 住民課 課長 
石川町 生活環境課 主査 

石川町 生活環境課 専門員 
郡山市 環境部３R 推進課 課長補佐 
郡山市 環境部３R 推進課 主任技査兼施設管理係長 
≪県外支援自治体≫  
広島県 環境県民局 循環型社会課 主査（Web） 
奈良県 水循環・森林・景観環境部 環境政策課 主査（Web） 
≪支援団体≫  
一般社団法人 福島県産業資源循環協会 専務理事兼事務局長（Web） 

 
【状況写真】 
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座談会の議事概要 
各県における座談会の議事概要を以下に示す。 
テーマ１及びテーマ２については各対応段階における項目毎に、テーマ３については支援側

と受援側のそれぞれの立場に区分して議事概要を整理した。 
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(1) 議事概要（岩手県） 

 
1) テーマ 1 

対応段階 得られた教訓・反省、今後に向けての課題 (テーマ 1) 
■初動対応 
・発災直前の備え、準備  発災前に予報などは確認していたが、災害に至るほどの雨量ではないと考え、

事前の準備はできていなかった。翌朝、住民からの次々と災害廃棄物に関する
電話がきて初めて災害を認識し、電話のあった地域へ確認に行き被害状況を把
握した。宮古市では沿岸の重茂半島を中心に大きな被害を受けていが、役所周
辺の状況から大きな被害がないものと判断してしまったため、被害の把握が遅
れた。【宮古市】  

・発災直後の被害状況の
把握 

 初動期に環境省への被害状況の報告について認識が不足しており、東北地方環
境事務所からの問い合わせがきて、初めて県から被害報告をしなければいけな
いことに気がついたのがというのが反省点。【岩手県】  

・発災後の一般廃棄物処
理体制等 

 初動の約１週間は、住民からの問い合わせに応じる形で、職員がパッカー車な
どで直接災害廃棄物の収集をしていた。発災後の組織体制の方針を定めていな
かったために、計画的な対応ができなかった。【釜石市】 

 今回は仮置場の運営する中で、途中で廃棄物の配置の入替えをしたが、仮置場
の運営にもノウハウが必要であり、経験がある職員が仮置場の最初の設置から
運営まで担当していれば、より円滑な運営ができたと思う。【宮古市】  

- 生活ごみ、避難所ごみ 
- 仮設トイレ 
- 収集運搬 
- 仮置場 

・発災後の組織及び人員
体制 

 廃棄物の担当室は、正規職員２名と再任用の職員１名の計３名で通常業務を行
っており、その中で被災し、事前の人員体制の準備も十分ではなかったため、
発災後は身動きがとれない状況であった。【宮古市】 

 現場の作業員（公園管理の現場作業員 10 名）を確保することはできたが、電話
対応や仮置場の確認などの現場対応の業務もほとんど一人で担当していたた
め、内部での事務処理や全体指揮まで人手が回らない状態であった。担当が現
場出ているときに電話が来ても、他の現場の状況が分からないなど、錯綜した
中で初動対応を行っていた。【宮古市】 

 釜石市では、災害対策本部からの細かな指示はなく、被害が甚大ではない災害
の場合は、担当課がそれぞれ判断で災害対応をするという慣例があり、それに
従い対応していた。【釜石市】  

・初動対応全般について － 
■応急対応 
・災害廃棄物発生量等の
推計と処理スケジュー
ルの作成  

- 災害廃棄物発生量の推計 
- し尿処理発生量の推計 
- 処理スケジュールの作成 

－ 

・災害廃棄物処理の基本
的な方向性  

- 処理方針、実行計画 

 被災時には災害廃棄物処理計画が未作成であったが、作成していれば応急対応
はより円滑にできていたと考える。【久慈市】 

・応急対応全般について  市町村から日々新たな被害情報が入ってくるなかで、情報の更新頻度が市町村
によって異なり、県の災害廃棄物発生量の推計の担当者が、最新の情報を把握
しづらいという課題があった。【岩手県】 

 発災後の約１週間は、被災した市町村から毎日定時に被害情報を報告するよう
にお願いをしていたが、被災現場での各市町村の対応状況を考えると、現場の
負担とならない方法があればいいと感じた。【岩手県】 

 災害廃棄物処理計画を事前に策定しており、仮置場の候補地を十数箇所定めて
いたが、市で仮置場を設置し、住民が仮置場に持ち込むという計画の想定どお
りの対応とはならなかった。【釜石市】 

 実際は民間で広い空き地等を持っている方に協力していただき、町内会単位
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対応段階 得られた教訓・反省、今後に向けての課題 (テーマ 1) 
で空き地等にごみを集め、それを市が設置した仮置場に委託した業者が運搬
するという体制で実施したが、結果的にスムーズに処理ができていた。【釜石
市】 

■復旧対応、災害査定 
・災害廃棄物の中間処理
及び最終処分  

- 処理フロー作成 
- 中間処理、資源化、 
最終処分の方針の検討 

－ 

・土砂混じりがれきや倒
壊家屋等の撤去  

- 土砂混じりがれきの撤去 
- 倒壊家屋等の撤去 
- 分別土砂の利用 

 倒壊家屋の撤去では、アスベストの対応に苦慮した。アスベストの調査等に２
週間から１か月の期間を要し想定よりも工期が遅れた。【宮古市】 

 最終的な災害査定や災害等廃棄物処理事業の報告の内容をよく理解せず、災害
査定に必要な土砂量や被害状況の記録などができていない状態で、迅速性を優
先して土砂の撤去などの現場作業を優先してしまった。【釜石市】  

・国への災害等廃棄物処
理事業の報告及び災害
査定  

- 災害等廃棄物処理事業の 
報告 

- 災害査定 

 災害査定の反省点は、宮古地区広域行政組合の最終処分場の法面が崩落した件
で、査定時に工法の問題を指摘され申請を取り下げた事例があり、県として事
前に確認し適切な助言ができなかったのが反省点である。【岩手県】 

 災害査定の準備に大変時間を要した。災害査定対応の業務を３～４人で担当す
ると、通常業務の人員が不足するため、部内から人員を補充する必要があった
が、補充される人員を毎回同じ職員にすることはできず、業務内容をその都度
説明する必要があり、担当課として負担となっていた。庁内での協力体制を整
理していれば、もっと災害査定対応に当たる時間の確保ができたと思う。【久慈
市】 

 道路工事などと同様に現状維持の状態で災害査定を受けるものと勘違いしてお
り、仮置場から災害廃棄物を搬出していない期間があった。災害査定の内容に
ついて理解していれば、異臭問題などは軽減できたと思う。【久慈市】 

 災害等廃棄物処理事業の報告や査定では、補助の考え方や数字の丸め方などで
何度も再提出となってしまった。県にはご迷惑をかけたが、査定官の方にもご
指導をいただきながら、最終的には満額査定を頂くことができたため、大変あ
りがたかった。【宮古市】  

・復旧対応全般について － 
■災害廃棄物処理の全体を通じて 
・全体的な事項 
・平時の備え 
・被災後の取組 
・災害廃棄物処理計画、
その他マニュアル等 

・経験、ノウハウの継承 

 全体としては、初動対応に関してはよかったと思う。応急対応、復旧対応では、
予測できなかったごみの発生や、人員不足に伴う庁内の協力体制の構築が課題
となった。【久慈市】 

 これらの対策としては、計画の策定など事前準備が一番効果的と思われる。
【久慈市】 

 全体を通じて、担当１名で全てを指揮するのは、体力的にも、関係機関との連
携を図るに当たっても難しい部分があった。特に現場に出るとその間の連絡が
途切れてしまうのが問題だと思う。久慈市のようにある程度の人数を確保した
上で、役割分担をして対応する必要があると感じた。【宮古市】 

 組織体制の準備が不十分であったために、初動で場当たり的な対応をしてしま
った。専門の対応チームなどの組織体制があった上で、補助スキームに沿った
調査をしながら、対応をする必要があると感じた。【釜石市】  

 
 

2) テーマ 2 

対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
■初動対応 
・発災直前の備え、準備 ◎ 令和元年東日本台風の前に平成 28 年台風 10 号で大

きな被害を受けており、そのとき初めて久慈市でも
○ 県庁の資源循環推

進課の災害廃棄物
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対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
大雨での災害が起きるということを認識した。令和
元年東日本台風では、台風の接近とともに、住民も
市としても、災害に対して備える雰囲気があったと
思う。【久慈市】 

◎ 担当課では、平成 28 年台風 10 号で協力を頂いた業
者や、町内会長、区長などに対し、災害が発生した時
には再度協力をいただくことになるかもしれない旨
を適宜口頭にて伝えていた。【久慈市】 

◎ 具体的な対応は、災害対策本部が設置されてからと
なるが、事前の準備ができていたため、災害対策本
部から仮置場の設置・開場の要請が来た段階ですぐ
に行動に移すことができた。【久慈市】  

の担当は通常１人
であったが、台風の
接近とともに大き
な被害が発生する
ことが想定された
ため、発災前に臨時
で通常の業務分担
とは異なる担当の
割り振りを行った。
【岩手県】 

○ 管理職は職場待機
にて台風の接近に
備えていたが、当日
の夜は廃棄物担当
も避難所で対応を
していた。【釜石市】  

・発災直後の被害状況の
把握 

－ ○ 初動期は、出先の振
興局が各市町村の
仮置場の状況確認
や、各市町村の事務
所に訪れて被害の
状況の聞き取りを
して、情報収集をし
ていた。【岩手県】  

・発災後の一般廃棄物処
理体制等 

◎ 災害廃棄物発生量の推計では、平成 28 年台風 10 号
よりは災害廃棄物が少ないということが経験から推
察できたため、仮置場の選定を速やかに行うことが
できた。【久慈市】 

◎ 平成 28 年台風 10 号では、住家から出た災害廃棄物
は一度各地の臨時集積所に集積し、そこから仮置場
まで運搬するという体制をとったが、収集運搬に係
る業務が二重になってしまい混乱を招いた。そのた
め、令和元年東日本台風では、仮置場の場所を速や
かに決定することを優先し、早い段階で災害廃棄物
は仮置場に直接持っていくということを住民に案内
できたことで、前回の収集運搬の問題を解消しつつ、
市、住民ともに混乱を回避することができた。【久慈
市】 

 水害の場合は、水が引いた直後から災害廃棄物が発
生するため、仮置場をいかに早く開設できるかが重
要である。水が引いた直後の週末には、大量の災害
廃棄物物が持ち込まれるため、それまでに仮置場を
開設することが望ましい。併せて、広報のための案
内チラシなどは事前にひな型を作成するなど、速や
かに案内するための準備も有効である。【東北地方
環境事務所】 

◎ 市では久慈広域連合のごみ処理施設の近くに仮置場
を開設できた。持ち込まれる廃棄物を確認する中で、
便乗ごみを持ち込んだ住民に対しては、近くの処理
施設をすぐに案内できたため、平成 28 年台風 10 号
時に比べてトラブルを回避できることが多かった。
今回、便乗ごみの問題に対しては仮置場の立地が有
効に働いたと思う。【久慈市】 

◎ 宮古市では、行政組合の施設内の広場を仮置場とし
て利用させていただいた。広場は半分がアスファル
ト舗装でその他が地面であったが、アスファルト舗
装の部分は、鉄板などを敷く必要がなく、また復旧

－ 

- 生活ごみ、避難所ごみ 
- 仮設トイレ 
- 収集運搬 
- 仮置場 
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対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
時に表土剥ぎをする必要もないため、仮置場の設置・
復旧の作業が大幅に軽減された。舗装されている場
所を仮置場として使用するのは自治体の負担軽減に
繋がると感じた。【宮古市】  

・発災後の組織及び人員
体制 

◎ 県庁が確認した限りでは、仮置場で廃棄物が混在し
た状態で保管されているものは少なく、概ね仮置場
は適切な管理ができていたものと思われる。仮置場
の管理などが不適切な場合は、必要に応じて保健所
で指導するという体制としていた。【岩手県】 

◎ 事務分担の重要性が前任者から引き継がれていたた
め、課内の平時の担当を越えて仮置場担当や運搬処
理の担当など、事前に役割分担をすることができた。
実際に災害が起こる前に、各自で今後どのような業
務をするのかを平成 28 年台風 10 号の資料から確認
することができたため、結果として発災後に速やか
に対応することができたものと考えられる。【久慈
市】 

◎ 平成 28 年台風 10 号時の災害廃棄物担当者が、令和
元年東日本台風時は比較的災害現場に出なくてもよ
い部署にいたため、前任者からのサポートを受ける
ことができた。災害廃棄物対応の経験のある職員が
いることで、仮置場の選定や危険物、水を含んだ廃
棄物の仮置場での配置などをスムーズに決めること
ができた。平成 28 年台風 10号とは、異なる場所に
仮置場を設置したが、住民からは前よりもスムーズ
に搬入することができたという声もあった。【久慈
市】 

◎ 県庁では、平成 28 年台風 10号を経験した職員が在
籍しており、未経験の職員が相談したり、助言を受
けたりすることができたので経験がある職員がいる
とスムーズに対応できると感じた。他部署に異動し
ている場合でも、応援しやすいような体制が取れる
といいと感じた。【岩手県】 

 経験者が他部署に異動していたとしてもすぐ聞き
に行ける体制、あるいは応援に駆けつけてくれる体
制があるというのは非常に心強い。人材バンクのよ
うに庁内で災害対応経験者のリストを作り、必要な
ときには連絡できるような体制を構築できるとい
いと思う。【東北地方環境事務所】 

◎ 初めての対応であったため、何からすればいいのか
分からない状況だったが、担当室の職員の中に、東
日本大震災で災害廃棄物を担当した再任用の職員が
いたため、初動時における仮置場の設置に関する調
整などを円滑に行うことができた。【宮古市】  

－ 

・初動対応全般について ◎ 発災の約１週間後に東北地方環境事務所で開催した
補助金に関する説明会は有効だと感じた。初めて災
害を経験する職員も多くいる中で、今後必要になる
事務処理の内容や、補助対象の判断基準などについ
て早い段階で知ることができたのが良かったと思
う。【岩手県】 

 市町村の要望に応じては個別に訪問することも可
能であるため、遠慮なく相談して頂ければと思う。
【東北地方環境事務所】 

◎ 東日本大震災や平成 28 年台風 10 号の経験に基づ
き、まずは建設業者に発注して現場対応を依頼した。
宮古市では建設課で庁内全ての契約に係る単価を一

－ 
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対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
括で管理しており、それに基づき庁内の部署は契約
を行うこととしている。そのため、支払いに至った
ときにはその単価に基づいて支払うという方式を取
っていた。東日本大震災の津波のときから、同様の
方式で対応しており庁内としてのノウハウができて
いた。【宮古市】 

◎ 東日本大震災から３回目の災害になるが、住民につ
いても災害廃棄物を収集する際にある程度分別され
た状態で自宅前の道路に置いているなど過去の災害
の経験が活かされていると感じた。【宮古市】  

■応急対応 
・災害廃棄物発生量等の
推計と処理スケジュー
ルの作成  

- 災害廃棄物発生量の推計 
- し尿処理発生量の推計 
- 処理スケジュールの作成 

－ ○ し尿の対応は、上下
水道の担当部局と
相談しながら検討
をした。【宮古市】 

 

・災害廃棄物処理の基本
的な方向性  

- 処理方針、実行計画 

◎ 平成 28 年台風 10 号のときは、業者に災害廃棄物処
理実行計画の作成を委託したが、今回は平成 28 年台
風 10 号の計画を参考にしながら市の職員のみで作
成することができたため、結果として経費を掛けず
に作成することができた。【宮古市】  

－ 

・応急対応全般について － － 
■復旧対応、災害査定 
・災害廃棄物の中間処理
及び最終処分  

- 処理フロー作成 
- 中間処理、資源化、 
最終処分の方針の検討 

◎ 岩手県では、普代村から二戸地区広域行政事務組合、
久慈市から盛岡市への災害廃棄物の広域処理に関す
る調整を実施した。東日本大震災でも同様な広域処
理の調整をしており、そのノウハウのある職員が担
当し今回も広域調整の支援をした。【岩手県】 

 濡れた畳など、久慈広域連合の処理施設では処理が
困難な災害廃棄物の処理で困っているときに、県か
ら広域処理の提案があり、大変助かった。受入れ先
の情報提供やあっせんなどの支援は有効であった
と思う。【久慈市】 

 水を含んだ災害廃棄物など、平時利用している処理
施設では受入ができない場合があるため、事前に処
理先などを検討しておくことも重要である。【東北
地方環境事務所】  

－ 

・土砂混じりがれきや倒
壊家屋等の撤去  

- 土砂混じりがれきの撤去 
- 倒壊家屋等の撤去 
- 分別土砂の利用 

◎ 土砂混じりがれきの処分に当たっては、建設課と連
携し、建設課で普段使用している土砂捨場に搬入す
るよう調整をして処分することができた。【宮古市】 

－ 

・国への災害等廃棄物処
理事業の報告及び災害
査定  

- 災害等廃棄物処理事業の 
報告 

- 災害査定 

◎ 査定までの限られた時間の中で、査定に関する書類
整理を民間のコンサルタントに依頼して対応した。
コンサルタントに依頼した部分については、査定で
もほぼ満額の査定を頂くことができた。【釜石市】 

－ 

・復旧対応全般について － － 
■災害廃棄物処理の全体を通じて 
・全体的な事項 
・平時の備え 

－ － 
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対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
・被災後の取組 
・災害廃棄物処理計画、
その他マニュアル等 

・経験、ノウハウの継承 
 
 
3) テーマ 3 

支援側の立場から（テーマ 3） 

○ 県では県内市町村の余力調査を行ったうえで、被害を受けていない市町村で広域的な受け入れの調整を実
施した。その結果、盛岡市では久慈市、二戸地区広域行政事務組合及び矢巾町（市町村間協定に基づく）
では普代村の災害廃棄物の処理を受け入れることとなった。【岩手県】 

 県内市町村の余力を調査したのは、非常に有効であると思う。岩手県の場合には面積が広く、地形的にも
内陸部と沿岸部に分かれており、県内での広域的な支援もしやすいと思われる。【東北地方環境事務所】 

○ 災害廃棄物の性状は、産廃に近いものがあるため、県内の一般廃棄物処理施設の許可のある民間施設の一
覧を各市町村に提供した。【岩手県】 

○ 市町村からの補助対象に関する問い合わせに対する回答は、他の市町村の参考にもなると考え、全市町村に
共有するものとしていた。【岩手県】 

○ 全国的には、都道府県と協会が協定を締結しているケースが多いが、当協会では各市町村とも協定を締結
し、各地域に幹事も配置する体制としており、各市町村とも直接連携を取りやすいように努めているため、
今後も各市町村とも連携をとりながら協力させて頂ければと思う。【(一社)岩手県産業資源循環協会】 

○ 他市町村の災害廃棄物を産業廃棄物処理施設で処理する際に、平時に市町村同士で一般廃棄物の処理を通知
する手続きと同様の手続きをとることが多いが、大規模災害では広域処理は必然であり、災害時にはそのよ
うな事務的な手続きなどは簡略化してもいいように感じた。【(一社)岩手県産業資源循環協会】  

受援側の立場から（テーマ 3） 
○ 災害時に迅速な対応が求められる中で、市町村の担当が処理困難物への対応などで困ったときには、相談窓

口として県に頼らざるを得ないと感じた。【久慈市】 
 災害時には、処理困難物が発生するものと想定し、代表的な処理困難物は受入可能な処理施設のリストを

事前に作成するのが有効だと思う。災害廃棄物の性状は、ほぼ産業廃棄物に近いため、産業資源循環協会
と協力しながら処理施設のリストを作成するのも一つの方法だと思う。【東北地方環境事務所】 

○ 市町村間で災害時の細かい対応などについて、気軽に情報交換ができるような関係性を築ければいいと感じ
た。【久慈市】 

○ 岩手県内では県内の市町村や一部事務組合から構成される岩手県市町村清掃協議会があり、総会や研修会を
各１年回程度開催しているため、市町村間の意見交換の場として活用して頂ければと思う。【岩手県】 

 ボランティアの方々は大変ありがたいが、何度か災害を経験している地元住民と比較すると、災害廃棄物の
分別が徹底されていないことが多い。【宮古市】 

 ボランティアの方々は、災害廃棄物の分別についての知識がない場合の方が多いため、ボランティアセン
ターと連携しながら、分別に関するお願いなどの働きかけが重要である。【東北地方環境事務所】 

 様々な団体や企業、ボランティアの方々に支援をしていただくことがあるが、支援してもらう内容や棲み分
けについて、受援側として整理をしながら対応しなければ、最終的な補助申請などに影響が出てきてしまう
ことがあると感じた。【釜石市】  
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(2) 議事概要（宮城県） 

 
1) テーマ 1 

対応段階 得られた教訓・反省、今後に向けての課題 (テーマ 1) 
■初動対応 
・発災直前の備え、準備 － 
・発災直後の被害状況の
把握 

－ 

・発災後の一般廃棄物処
理体制等 

 当初、収集運搬は主に一般廃棄物の収集運搬業者に依頼していたが、重機でな
ければ搬出できない災害廃棄物の搬出が課題となった。【石巻市】 

 重機が必要な災害廃棄物については、産業資源循環協会に協力を依頼して、現
場から搬出していただいた。その後、それらを処理するに当たっても、産業資
源循環協会の処理施設で処理を受け入れていただいた。【石巻市】 

 災害協定を結んでいる市内の建設業の組合に稲わらの収集や運搬を依頼した
が、平成１３年の協定締結以降、内容を改定していなかったため、諸経費率が
現状と合わず、その調整や災害査定時の説明などで苦労した。【多賀城市】 

 この災害協定は、令和２年７月に現状に即した内容に改定し、この課題は解決
した。【多賀城市】 

 災害協定については、定期的な見直しが必要であり、人事異動や組織改編があ
った場合でも引継ぎが重要で、組織として協定の内容を確認することが重要
である。【東北地方環境事務所】 

 市域の面積が狭く、人口密度が比較的高い地域であるため、市内は住家や公園
が近接しており、東日本大震災の際にも、地域住民から仮置場の悪臭に関する
苦情を受けたことがあり、仮置場の選定が当初、災害廃棄物処理計画で想定し
ていた場所以外で検討することとなった。【多賀城市】 

 当初、仮置場の場所は決まっていたが、仮置場を管理する者が決まっておらず、
職員が仮置場で持ち込んだ人をチェックするという体制を取っていた。しかし、
職員は他の業務もあるため、職員が仮置場に常駐することができず、分別のた
めの区画や立て看板は無視され、結果として仮置場の中は廃棄物が分別されず
混沌とした状態になってしまった。【丸森町】 

 仮置場を管理する人がいない期間には、夜間に勝手に鍵を開けて侵入し、分別
されてないまま廃棄物が積上げられたり、勝手に持ち込まれた廃棄物により仮
置場内の通路が塞がれたりするなどのトラブルが発生した。【丸森町】 

 10 月 21 日頃に宮城県を通じて宮城県産業廃棄物協会に仮置場の管理と災害
廃棄物の収集を依頼したことにより、仮置場内の分別などの管理の問題は解
消された。仮置場の施錠や分別などの管理をしなければ、好き勝手にごみが持
ち込まれてしまい仮置場はすぐに埋まってしまうと感じた。【丸森町】 

 小学校が床上浸水し校舎が使用できなくなったため、校庭を仮置場として利用
していたが、地域住民から毎年１月に開催している行事をやった方がいいので
はとの声があり、仮置場を早急に閉鎖し復旧する必要があった。【丸森町】 

 学校の校庭は、早期に復旧を求められたり、きれいな状態での明け渡しが求め
られたりするため、仮置場として利用するのはハードルが高い。【東北地方環
境事務所】 

 東京の大島町の土砂災害や、平成 30 年の西日本豪雨の時に事務支援として広
島県へ行った時でも学校を仮置場として使用していたが、同様に早期の復旧
が求められたことがあり、校庭は使いやすいように感じるが、災害廃棄物の仮
置場としては相応しくないと思われる。【東京都】 

 仮置場は、１か所ずつ開設と閉鎖を繰り返して、最終的に４箇所の仮置場を開
設したが、その間に各地区において仮置場に持ち込めない人の勝手仮置場が多
発する問題が発生した。【角田市】 

 仮置場を管理する中で、便乗ごみが持ち込まれるケースが見られたと報告を受
けている。【(一社)宮城県産業資源循環協会】  

- 生活ごみ、避難所ごみ 
- 仮設トイレ 
- 収集運搬 
- 仮置場 

・発災後の組織及び人員  自治体の若い職員を中心に、平時は事務的な業務が多く、職員が直接地域で市



18 

対応段階 得られた教訓・反省、今後に向けての課題 (テーマ 1) 
体制 民と接する機会が少なくなってきており、いざ災害が発生した時に本当に対応

できる体制が取れるのか疑問に感じている。【多賀城市】 
 発災時には、災害の規模などに応じて災害廃棄物処理を専任する職員で構成

される対策室などを設ける必要があると思われる。【多賀城市】  
・初動対応全般について － 
■応急対応 
・災害廃棄物発生量等の
推計と処理スケジュー
ルの作成  

- 災害廃棄物発生量の推計 
- し尿処理発生量の推計 
- 処理スケジュールの作成 

－ 

・災害廃棄物処理の基本
的な方向性  

- 処理方針、実行計画 

－ 

・応急対応全般について  稲わらの処理は、結果として環境省の補助スキームの中で処理することとした
が、環境省と農水省の補助スキームの判断基準が分かりにくく、決定するため
の検討に数日を費やした。【多賀城市】 

 浸水した稲わらの処理について環境省と農水省の補助スキームの線引きが、は
っきりと被災自治体に伝わっておらず、自治体によって対応に差が生じていた
ように感じた。【横浜市】 

 平成３０年の西日本豪雨では、土砂の関係で国交省と環境省でかなり早くにス
キームの線引きができていたため、そのときと同様にできればいいと感じた。
【横浜市】 

 関係省庁の間のシミュレーションをぜひやっていただきたいと感じた。【横浜
市】  

■復旧対応、災害査定 
・災害廃棄物の中間処理
及び最終処分  

- 処理フロー作成 
- 中間処理、資源化、 
最終処分の方針の検討 

 石巻広域クリーンセンターでは、平時の一般廃棄物の焼却処理で８～９割稼働
しており、災害廃棄物は日量５トン程度しか受け入れられない状況であったた
め、その他処理先が課題であった。【石巻市】 

 宮城県に受入先について相談し、太平洋セメント、八戸セメント、登米市の日
高見牧場を紹介して頂き、最終的に約 7,500 トンの稲わらを処理することが
できた。【石巻市】 

 被災直後は、自衛隊に協力していただきながら、優先的に一部事務組合の処理
施設に災害廃棄物を搬入していたが、次第にその処理施設でも余力がなくなり、
受け入れができなくなってしまい、その後の処理先が課題となった。【柴田町】 

 宮城県を通じて産業資源循環協会を紹介してもらい、処理を依頼できるよう
になった。ただ、依頼するための費用の決め方が課題となったため、事前の調
整が必要であると感じた。【柴田町】  

・土砂混じりがれきや倒
壊家屋等の撤去  

- 土砂混じりがれきの撤去 
- 倒壊家屋等の撤去 
- 分別土砂の利用 

－ 

・国への災害等廃棄物処
理事業の報告及び災害
査定  

- 災害等廃棄物処理事業の 
報告 

- 災害査定 

－ 

・復旧対応全般について － 
■災害廃棄物処理の全体を通じて 
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対応段階 得られた教訓・反省、今後に向けての課題 (テーマ 1) 
・全体的な事項 
・平時の備え 
・被災後の取組 
・災害廃棄物処理計画、
その他マニュアル等 

・経験、ノウハウの継承 

 被災後の市町村へのヒアリングでは、補助金や処理先に関する情報提供の要望
が多く挙げられた。周辺自治体や地域間での広域的な処理の調整は県でやるべ
きところであると感じた。【宮城県】 

 自治体により県の支援対応に差があると感じた。１つの市町村が対応に苦慮し
ている問題は他市町村も同様に困っていると想定されるため、県からもプッシ
ュ型の支援をしていただけるとありがたい。【角田市】 

 災害廃棄物処理計画の作成も必要であるが、災害廃棄物処理計画のみで自治体
の職員が実際の対応をすることは難しいと感じた。そのため、BCP 行動計画も
併せて作成し、初動からどのように対応すればいいのかを整備する必要がある
と考える。【多賀城市】 

 稲わらの処理の問題については、腐食が進行する前に堆肥化等の処理の方針を
市町村からご指示頂ければという意見があった。【(一社)宮城県産業資源循環協
会】 

 宮城県産業資源循環協会では、宮城県と災害の協定を締結しているが、事業者
と個別に協定を締結している市町村もあり、その市町村と事業者の協定が優先
されるケースが見られたという報告があった。他県では、市町村と協会が直接
契約を締結している例もあるが、協会の業務的負担が大きくなることがあり、
宮城県内で同様の契約を締結する場合には事前に調整させて頂ければと考えて
いる。【(一社)宮城県産業資源循環協会】  

 
 

2) テーマ 2 

対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
■初動対応 
・発災直前の備え、準備 ◎ 災害協定を締結している「多賀城市建設災害防止協

議会」において、災害対応に対する意識の高さから、
独自で事前の体制準備をしており、市から依頼する
段階では、すぐに運搬などの対応できる体制がとら
れていた。【多賀城市】  

－ 

・発災直後の被害状況の
把握 

－ － 

・発災後の一般廃棄物処
理体制等 

◎ 稲わらの収集にあたっては、まず農政職員と収集を
依頼した協定締結団体で現地を確認し収集すべき稲
わらの場所を地図上に整理をした。収集作業は、協
定締結団体の構成業者を 10 班程度に班分けし、班の
所有重機や人員数などの作業能力を勘案の上、班ご
とに担当するエリアを振り分けて実施した。作業終
了後には、毎日班長が集合し進捗状況報告を行うな
ど、協定締結団体と協力しながら計画的に作業分担
を行うとともに、日々の工程の管理ができる体制と
することで円滑に稲わらの収集をすることができ
た。【多賀城市】 

◎ 稲わらの運搬では、運搬中の稲わらの風による飛散
の防止や、水を含む稲わらの水垂れが問題となった
が、現地で稲わらをフレコンバックに詰めてから運
搬することで、作業効率の向上を図りつつ、周辺環
境に与える影響を最小限に実施することができた。
【多賀城市】 

◎ 運搬作業の作業報告についても、東日本大震災にお
いて対応の経験のある業者が多かったため、作業の
報告方法等を指示しなくてもおおよその資料作成が
できていた。【多賀城市】 

◎ 市内に仮置場を１か所開設したが、東日本大震災で

○ 町管理の仮置場と
は別に、身近な仮置
場を５箇所設置し
た。持ち込まれるご
みの確認などの運
営は完全に地元管
理とし、復旧は町で
対応した。【丸森町】 

○ 令和元年東日本台
風の１０年前に、同
じ地区で平成 21 年
台風 18 号による浸
水被害があり、その
際の仮置場に使用
した場所に仮置場
を開設し受入れ体
制を整えた。【登米
市】 

- 生活ごみ、避難所ごみ 
- 仮設トイレ 
- 収集運搬 
- 仮置場 
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対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
仮置場管理の経験のある業者に電話連絡して仮置場
の管理を依頼し、早急に整地、鉄板敷、仮囲いをして
スムーズに受入れ体制を取ることができた。【石巻
市】 

◎ 仮置場の選定では、ほ場整備地内の揚水機場用地や
水田周辺など、民地からも目立たず、稲わらの腐敗
化に伴う火災が発生しても、周囲に影響の小さい場
所を選定しながら対応できた。【多賀城市】 

◎ 住民の生活に身近な仮置場からの災害廃棄物の撤去
の方針に対応するため、（公財）宮城県環境事業公社
の最終処分場の埋立地を活用し、県が 1.5 次的な仮
置場を設置して運営し、処理先が決まっていなかっ
た被災自治体の災害廃棄物（稲わら）を受け入れた。
その後、県で広域的な処理先の調整を行い、稲わら
については民間のセメント会社で受け入れてもらう
こととなった。【宮城県】 

◎ 東日本大震災で津波による被害を経験した自治体か
ら、一番初めに分別に苦労したということを聞いて
いたため、まずは仮置場で如何に分別させるかを考
えながら進めることができた。【大郷町】 

◎ 被害が大きかった２地区では、区長を通して浸水被
害があった家庭のみに仮置場案内のチラシを配布
し、そのチラシを持参した方のみの廃棄物を受入れ
ることとすることで、仮置場に便乗ごみが持ち込ま
れないように対応した。【登米市】 

◎ ５箇所の仮置場を開設したが、業者に仮置場の管理
を依頼してからは、それぞれの業者に１日置きに状
況の報告や打合せを実施し、状況の把握をしながら、
仮置場の運営をすることができた。【丸森町】  

・発災後の組織及び人員
体制 

－ － 

・初動対応全般について － － 
■応急対応 
・災害廃棄物発生量等の
推計と処理スケジュー
ルの作成  

- 災害廃棄物発生量の推計 
- し尿処理発生量の推計 
- 処理スケジュールの作成 

◎ 他市町村において災害廃棄物が大量に発生している
ことが予測されたため、11 月初旬までにどの程度の
災害廃棄物の受入れが可能かを試算した。他市町村
からの災害廃棄物の受入を前提に処理余力を把握で
きていたのは、良かった点だと思う。【仙台市】 

 比較的規模の大きな自治体が、周辺の市町村の状況
まで想像力を働かせ対応することは非常に有効で
ある。【東北地方環境事務所】 

◎ 仙台市は、３箇所の清掃工場があるため、日常から
処理に余力を持って処理計画を立てており、災害時
でも市内での処理は可能な体制の下、事前に計画を
立てていた。【仙台市】 

◎ 被災自治体の災害廃棄物の処理能力が不足していた
ことから、令和元年 11 月で稼働停止となっていた登
米市旧クリーンセンターを令和２年度末まで稼働延
長させたが、県では再稼働にかかる登米市との調整
や、災害を持ち込む自治体との調整などを行った。
【宮城県】 

○ 発災後は災害廃棄
物発生量の推計が
課題となるが、東京
都では自治体に都
から直接指南して
推計をしたが、宮城
県ではどのように
対応したのか。【東
京都】 

 宮城県では、県で
市町村の建物被害
棟数を集計して、
環境省の原単位を
掛けて算出した。
【宮城県】 

○ 稲わらの発生量の
推計はどのように
したのか。【東京都】 

 稲わらの推計は環
境省でも宮城県を
支援しながら検討
し、稲わらの量と
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対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
水稲収量は同程度
であると想定して
前年の面積当たり
の水稲収量に浸水
面積を掛けて算出
した。【東北地方環
境事務所】 

 
・災害廃棄物処理の基本
的な方向性  

- 処理方針、実行計画 

－ － 

・応急対応全般について － － 
■復旧対応、災害査定 
・災害廃棄物の中間処理
及び最終処分  

- 処理フロー作成 
- 中間処理、資源化、 
最終処分の方針の検討 

◎ 大量に発生した稲わらは、当初八戸セメントに搬出
していたが、処理先への搬出のみでは、処理完了の
見込みが立たなかったため、宮城県と相談しながら
処理方法を検討し、最終的に町内での堆肥化により
処理し、早期の処理完了につながった。【大郷町】 

◎ 大量に発生した稲わらの処理方法を決定するに当た
って、県や東北地方環境事務所などと相談しながら
検討し堆肥化による処理としたことで、再資源化に
つながったとともに、処理に係る費用も焼却処理等
と比較して 10 分の１程度に抑えることができた。
【多賀城市】  

－ 

・土砂混じりがれきや倒
壊家屋等の撤去  

- 土砂混じりがれきの撤去 
- 倒壊家屋等の撤去 
- 分別土砂の利用 

◎ 隣接する丸森町と情報共有をしながら災害廃棄物対
応を行っていたことから、倒壊家屋の公費解体にお
いても丸森町と相談して、宮城県解体工事業協同組
合に同時に単価契約で発注することとした。業者や
組合との協議も丸森町と共同で実施することで、近
隣で調整をとりながら効率的に公費解体を進めるこ
とができた。【角田市】 

◎ 倒壊家屋の解体において、業者ではなく組合に発注
し、組合が作業の可能な業者を随時手配する方法と
することで、市の事務的な負担を軽減しながら、効
率的に公費解体を進めることが出来た。【角田市】  

○ 山間部からの発生
した土砂は、東日本
大震災で地盤沈下
した沿岸部の長面
地区の災害復旧工
事に再利用した。
【石巻市】 

・国への災害等廃棄物処
理事業の報告及び災害
査定  

- 災害等廃棄物処理事業の 
報告 

- 災害査定 

－ － 

・復旧対応全般について － － 
■災害廃棄物処理の全体を通じて 
・全体的な事項 
・平時の備え 
・被災後の取組 
・災害廃棄物処理計画、
その他マニュアル等 

・経験、ノウハウの継承 

◎ 広域処理を受け入れた立場から、うまくいったとい
う事例として、災害廃棄物の運搬に東日本大震災の
際に使用し川崎市へ無償譲渡した１０フィートの鉄
道コンテナを今回も利用することできたため、滞り
なく受け入れができたのがいい点だと思う。【東京
都】 

◎ 東京都内の清掃工場の建設に当たっても、導入路な
どを１2 フィートコンテナ車両による搬入ができる
施設とし、広域処理にも対応できるように整備をし
ていたことが、広域処理を受ける立場として有効的
であったと思う。【東京都】 

－ 
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3) テーマ 3 

支援側の立場から（テーマ 3） 
○ 広域処理を受け入れるに当たっては、まず被災地域で発生した災害廃棄物が処理可能か、あるいは運搬の前

に現地での破砕等の前処理の対応が必要なのか等の確認を行う。今回受け入れた大崎市の稲わらは、乾燥し
た状態であったため、そのまま運搬し処理することができた。一方で、石巻市の稲わらも現地で確認したが、
泥が付着しており、そのままの状態での受け入れは難しいと判断した。【東京都】 

○ 広域処理を受け入れるに当たり、性状の確認や受け入れる量の調整などについては、支援する側の経験やノ
ウハウが求められる部分になる。また、支援を受ける側も何をすればいいのか分からないこと多いと思われ
るため、環境省の人材バンクの制度などを活用し、経験やノウハウを持った支援者に依頼するのも一つの方
法かと思う。【東京都】 

○ 総務省の応急対策職員派遣制度や、環境省の人材バンク制度を活用するに当たっては、受援側で問題を把握
し、どのような支援が必要なのかを整理することが重要であると思う。【山形県】 

○ 支援する側としては、まずは災害廃棄物の発生量がどの程度なのかの情報が非常に重要であると思う。今
回、山形県では民間事業者で災害廃棄物を受け入れたが、民間事業者は、１日にどの程度搬入されるのか、
どの程度の期間受け入れる必要があるのかなどを把握しながら運営する必要があると思われるため、災害廃
棄物発生量の推計の精度を高めていくことも重要であると考える。【山形県】 

○ 災害廃棄物を受け入れるに当たっては、まず受援側から災害廃棄物の性状（破砕の要否等）と量、搬出期間
などの情報を発信していただくことが重要で、市町村から情報の発信が困難な場合は、県が主導して対応す
ることも必要であると考える。【横浜市】 

○ 災害廃棄物の性状によっては、二軸破砕機を有する施設でなければ対応ができない場合もある。東日本大震
災では破砕機の余力がなかったため、大量に発生した畳をロードカッターで細断した事例もある。このよう
に被災時の状況に合わせて代替手段の検討が必要であり、必要な場合は県や環境事務所と相談しながら対応
することが望ましい。【横浜市】 

○ 破砕設備を有している民間事業者を産業資源循環協会などから紹介していただき、民間で破砕したものを県
内の他自治体で処理したり、県外で広域処理したり、様々な組合せが考えられるため、現場の状況に合わせ
た対応を検討することが重要である。【横浜市】 

 災害対応時に通常は、環境省の支援チームが県庁内に入り、日々情報共有を図ることが多いが、令和元年東
日本台風では県庁と事務所が近いこともあり、事務所内に支援チームを構える体制としてしまったために、
密な情報共有が図れなかったのが反省であるため、今後は県と環境省が密に情報共有が図れる支援体制をと
ることが課題である。【東北地方環境事務所】  

受援側の立場から（テーマ 3） 
 大きな災害を経験した職員がおらず、発災直後は受援側としてどのような準備をして、何を支援してももら

えばいいのか、誰も分からない状況であった。そのため、応援に来ていただいた職員にも、単純な仕事しか
お願いができない状態が続いた。一から教えてもらわないと、何をすればいいのか分からない状況だったこ
とが課題だと思う。【丸森町】 

 角田市も同様に支援を受ける側がどんな支援をしてもらえばいいのか分からない状況だった。友好都市から
10～20 人体制で応援に来ていただいていたが、具体の指示ができず、仮置場の交通整理など単純な仕事し
かお願いができなかったことが課題に感じた。【角田市】 

 環境省を通じて福岡市の災害廃棄物処理チームに約１か月応援に来ていただいたが、そのチームはこれまで
様々な被災地を支援した経験があったため、支援する側が主導し次々とやるべきことをご指導いただき、最
終的に災害等廃棄物処理事業の報告書の作り方まで教えていただき大変助かった。もっと早い段階で知って
いれば、よりスムーズに対応ができたと思う。【角田市】 

 市町村の単位では、災害時には、当然自市のことを対応しようと考えるのが市町村の職員だが、近隣市町村
でも同様の災害が発生しており、県の全体的な調整及び支援が不可欠であると考える。【多賀城市】 

 国や県は市町村の職員の体制や被災状況などを積極的に把握し、自力での対応が難しい市町村にはトリア
ージ的に優先的な支援をすることも必要であると考える。【多賀城市】 

 市町村毎に処理施設の能力や許可事業者数など整理した災害廃棄物に対する体制を地域カルテ的に県で整
理し、災害時にはそのカルテを活用することで県内の支援・受援の調整をスムーズに行うことが可能であ
ると考える。【多賀城市】 

 地域毎の処理施設の能力などについては、県として整理されていない部分もあるため、発災時にはそれら
の情報を市町村に早く提供し、処理を進められるように今後検討したい。【宮城県】 

 東京都ではカルテではないが、清掃事業年報として区市町村の廃棄物関連の職員の人数を把握している。
【東京都】 
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支援側の立場から（テーマ 3） 
 発災直後、県に何度か相談の問い合わせをしたが、対応していただけるまで時間を要し、県としてどの程度

対応していただけるのかが分からなかった。もっとプッシュ的な情報の提供をしていただけるとありがた
い。【柴田町】 

 県として想像力が足りていなかった部分があったと思う。市町村が何を求めているのかもっと想像力を働
かせる必要があったと感じる。今後は、県の方から市町村に対して声掛けをするなど、令和元年東日本台
風の課題を踏まえて、しっかりと市町村を支援できる体制を整える必要があると感じている。【宮城県】 

 情報共有が一番大切だと思う。例えば仮置場の設置や、人員の不足、処理先など、生じた様々な問題や情
報を積極的に共有することが重要である。市町村から県に情報共有があると、県を通じて環境省にも情報
共有されるため、環境省としても支援がしやすくなると思う。【東北地方環境事務所】 

 プッシュ型の支援について、被災直後の混乱期にあるときは、組織の大小に関わらず、何が分からないの
か分からない状態に陥ることがあると思う。そのため、市町村に声掛けをするときには、対応段階に応じ
た問題があるため、「こういうことはできていますか」など具体的な問いかけをする必要があると感じる。
また、連絡がないところは音信が途絶していたり、交通が遮断されていたりする場合もあるため、連絡が
ないから必ずしも大丈夫ではないことを認識する必要がある。【横浜市】 

 県の体制上の問題と思われるが、災害対応の途中で３～４回も職員が替わり、何度も同じ説明をしたり、内
容を理解されなかったりしたことがあり、職員の配属など災害対応の体制を改善する必要があると感じた。
【多賀城市】 

 県内部の役割分担できていなかったために、例えば市町村に何度も同じ照会をしてしまった事例があった。
災害対応後に県で市町村に対して実施したヒアリングの中でも様々な問題が挙げられており、役割分担や
情報の共有などについては今後の課題として整理していく必要がある。【宮城県】  
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(3) 議事概要（福島県） 

 
1) テーマ 1 

対応段階 得られた教訓・反省、今後に向けての課題 (テーマ 1) 
■初動対応 
・発災直前の備え、準備 － 
・発災直後の被害状況の
把握 

 県では、発災直後に令和元年東日本台風の対応チームを組織して対応したが、
市町村からの情報収集の方法について、マニュアル化されたものがなかったた
めに、担当者間で統一した方法で情報収集が行えず、情報の整理に時間がかか
ったり、どのような情報を収集すれば良いのかを理解していなかったりしたこ
とが課題であった。【福島県】 

 事前に情報収集の方法について、決めておくことが必要であると感じた。【福
島県】  

・発災後の一般廃棄物処
理体制等 

 発災当初は、仮置場へ住民が災害廃棄物を自己搬入する方法をとっていたが分
別に問題があったため、途中から職員や依頼した収集業者が、分別しながら収
集する方法に変更する必要があった。【石川町】 

 職員の人的要員が限られるなかでは自己搬入を原則として、高齢者など自己
搬入が困難な場合にのみ、ボランティアや業者などを活用して収集し、職員は
極力、仮置場の管理に注力することが望ましいと感じた。【石川町】 

 仮置場はランニングコースの整備予定地が使用可能であったため、発災の翌々
日の 10 月 14 日には設置することができた。しかし、仮置場内のゾーニングや
車両動線の確保などができていなかったために、廃棄物が混在したり、搬入車
両により最長２km の渋滞が発生し苦情が来たりしてしまった。【本宮市】 

 仮置場設置の４日後に、自己搬入の仮置場とは別に収集搬入車両専用の仮置
場を設置することで、車両の流れがスムーズになり苦情も解消することがで
きた。【本宮市】 

 電池等の発火性のある危険物の取扱いが不十分であったために、仮置場で火災
が発生してしまった。住民への周知が十分でなかったことや、消化設備の備え
が不十分であったために消防署にご迷惑をおかけしたことが反省である。災害
対応の中でも安全管理が大前提であることを痛感した。【本宮市】  

- 生活ごみ、避難所ごみ 
- 仮設トイレ 
- 収集運搬 
- 仮置場 

・発災後の組織及び人員
体制 

 石川町における既存の災害に関する計画は地域防災計画であるが、地域防災計
画の組織体制の見直しを検討している中で災害が発生してしまった。結果的に
は人員体制の準備が不足していたと感じる。【石川町】 

 生活環境課の職員は当時５名の体制であったが、発災後は通常の業務に加えて、
住民からの問い合わせや、現場対応など人員が不足した中で災害対応をしてい
た。そうした中で、災害時の職員の行動マニュアルでは、課の係長が情報収集
班に２名配置されていたが、実際は情報収集よりも現場の対応をしなければな
らない状況で、計画として機能していなかった。【本宮市】 

 災害廃棄物の処理担当課は住民課になるが、住民課は戸籍係や窓口業務もあり、
発災後は、被害状況の把握や、仮置場の設置運営、補助金等の問合せ等も対応
する必要があり、業務に人員が不足することが想定されるため、平常時に発災
後の体制について検討する必要があると感じる。【浅川町】  

・初動対応全般について  自衛隊の派遣は、発災後の勝手仮置場の解消などに大きな成果があったが、自
衛隊派遣の３要件である公共性・緊急性・非代替性から、自衛隊の引き際が難
点だと感じた。自衛隊は緊急性の喪失から撤退の意向が強いため、自治体はそ
れを踏まえて自衛隊撤退後の対策を確実に構築する必要がある。【東北地方環境
事務所】 

 災害廃棄物の受け入れについては、１３日未明の対策会議の中で対応方針を決
めていたが、翌朝には、災害ごみの受け入れに関する問合せが相次いだため、
予定を早めて災害廃棄物の受け入れを始めた。当初は被害状況が確認できてい
ない状況で、被災証明書の発行も間に合わず、発生量の推計も困難な状態での
受け入れ開始となった。幸い今回は浸水した家屋等は少なかったが、今後策定
を予定している災害廃棄物処理計画では、発災後の初動対応、廃棄物の発生量
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対応段階 得られた教訓・反省、今後に向けての課題 (テーマ 1) 
の推計について、より円滑に調整できるように検討したい。【浅川町】  

■応急対応 
・災害廃棄物発生量等の
推計と処理スケジュー
ルの作成  

- 災害廃棄物発生量の推計 
- し尿処理発生量の推計 
- 処理スケジュールの作成 

－ 

・災害廃棄物処理の基本
的な方向性  

- 処理方針、実行計画 

－ 

・応急対応全般について － 
■復旧対応、災害査定 
・災害廃棄物の中間処理
及び最終処分  

- 処理フロー作成 
- 中間処理、資源化、 
最終処分の方針の検討 

－ 

・土砂混じりがれきや倒
壊家屋等の撤去  

- 土砂混じりがれきの撤去 
- 倒壊家屋等の撤去 
- 分別土砂の利用 

 家屋等の解体や災害廃棄物の事業費算出に当たっては、土木職員の支援が必要
だと感じたが、一方で今回の台風においても土木職員は災害復旧に従事してお
り、連携には大きな課題があると思う。【浅川町】 

・国への災害等廃棄物処
理事業の報告及び災害
査定  

- 災害等廃棄物処理事業の 
報告 

- 災害査定 

 福島県では補助金業務に携ったが、チーム内で災害廃棄物処理補助金業務の経
験のある職員がいなかったため、市町村からの多くの問い合わせや、書類審査
等に時間を要し、業務が切迫している様に感じた。【奈良県】 

 その後、倉敷市から平成 30 年 7 月豪雨で補助金の業務を経験した職員が派遣
され、市町村向けの説明会・相談会が実施された。実務を経験した職員の知識
やノウハウの共有が行われたことにより、県・市町村それぞれの負担が減少さ
れたように感じた。補助金業務の効率化のため、早い段階での情報共有が重要
であることを、奈良県でも共有させていただいた。【奈良県】  

・復旧対応全般について － 
■災害廃棄物処理の全体を通じて 
・全体的な事項 
・平時の備え 
・被災後の取組 
・災害廃棄物処理計画、
その他マニュアル等 

・経験、ノウハウの継承 

 福島県では令和元年東日本台風当時に災害廃棄物処理計画を策定していなかっ
たが、令和３年３月に策定したため、今後はこれを生かしていきたい。また、
これまでは市町村に災害発生に関してメールによる注意喚起はしていたが、具
体的な対応の説明や、事前の研修などもできていない状態であったため、今後
は県として力を入れて取り組みたいと思う。【福島県】 

 町として人員、物資、情報、ノウハウなどの不足している部分はあったが、他
市町村、国、県に協力を頂いて何とか一歩ずつ進めたのが今回の結果だと思う。
本当に皆さんに感謝する以外何もできなかったというのが現状の大きな反省点
である。現在、町では初動の計画を作成しているため、この反省を反映したも
のにしたいと考えている。【石川町】 

 東日本大震災以降、国や環境省から大規模災害に対する指針や災害計画の作成
など、災害に対する準備の必要性がアナウンスされていた中で、郡山市では事
前の準備に着手できていなかった。そのような状況で被災してしまったため、
災害に関する知識が不足したなかで対応するほかなかった。【郡山市】 

 災害に対する備えとしては、事前に計画を策定し、発災後にどのような対応を
するべきかを理解することが必要だと感じた。また、自治体の職員は異動する
ということを前提に置くことも重要であると思う。【郡山市】 

 災害を通じて自前の処理施設の能力を再認識する機会になった。一部事務組合
の処理施設では限界があり、どの程度の応援を求める必要があるのかを認識す
ることができた。【本宮市】 
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対応段階 得られた教訓・反省、今後に向けての課題 (テーマ 1) 
 本町では今回のような大規模災害が少なかったことや、若い町職員も多くなっ

ていることから、災害対応の未経験者が増えている。そのため、災害時には経
験者や災害対応職員に同行するなど、人材育成の観点からも、ほかの課との連
携を強めていく必要があると感じた。【浅川町】 

 自治体の職員を対象とした防災訓練において、災害対応の中に災害廃棄物の項
目も含めて実施していただけると非常にありがたいと思う。【近畿地方環境事務
所】 

 今回、郡山市では事業系の廃棄物の対応に苦慮したと思う。農産物や市場から
の廃棄物を臭いの関係から優先的に受け入れをしたケースがあったと思うが、
災害査定ではなぜそのような対応をしたかの説明が求められるため、自治体は
周辺環境対応のための必要性をしっかりと説明することが求められる。環境省
はこのようなことに対しても支援をするという立場で査定するべきだと思う。
【近畿地方環境事務所】 

 広島県では、平成 30 年７月豪雨対応の教訓をまとめて引き継ぐ必要があると
考えている。一例として、「支援は積極的に受け入れる。」「土木・建築の専門知
識を持った人が必ず必要になるため、早めに確保に動く。」「支援に来て頂いた
ら場所が必要なため、早めに確保し、できるだけ近い場所とする。」「日々現場
に出る必要があるため、ホワイトボードを使用して情報を共有する。」「記録係
を１人置く。」「市町村の情報は県から収集する。繋がるまで電話を掛け続ける。」
【広島県】 

 平成 30 年 7 月豪雨の時は、写真を共有するクラウドのシステムがなかったた
め、写真が共有できないことが課題に感じた。今後、県や環境省が撮影した写
真を市町村と共有できれば査定にも活用できると思う。【広島県】  

 
 

2) テーマ 2 

対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
■初動対応 
・発災直前の備え、準備 － － 
・発災直後の被害状況の
把握 

◎ 本宮市は何度も水害を経験している自治体である
が、情報収集で非常に役に立ったのがドローンで
あった。ドローン操作の講習を受けた職員が 10 名
以上職員おり、その職員がドローンを操作し逐次、
本庁に被害状況を伝えることができるため、非常
に有効だった。【本宮市】  

－ 

・発災後の一般廃棄物処
理体制等 

◎ 仮置場の設置において東日本大震災の経験を踏ま
えて、フェンスで囲まれた町有地を選定すること
ができた。【浅川町】 

◎ 火災予防のため通常の仮置場とは別に稲わらや流
木等の発火しやすい廃棄物の仮置場を設置した。
【浅川町】 

◎ 仮置場での災害廃棄物の受け入れの際に、途中か
ら被災証明書の提示を求めたことにより、スムー
ズに受付ができるようになった。【浅川町】  

－ 

- 生活ごみ、避難所ごみ 
- 仮設トイレ 
- 収集運搬 
- 仮置場 

・発災後の組織及び人員
体制 

◎ 市では再任用の職員が増えており、現役の管理職
の職員が現場に出られない状況にある中、以前管
理職だった方々に現場を指揮して頂くと、的確な
判断で対応して頂けたので良かった。【本宮市】 

◎ 東日本大震災を経験した職員の協力を得ることが
出来たため、仮置場を管理するなかで、早い段階か
ら災害廃棄物の分別を徹底することができた。【浅
川町】 

－ 



27 

対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
◎ 福島県は災害廃棄物処理計画を策定していない中

で発災を迎えたが、県庁内に災害廃棄物のプロジ
ェクトチームを発足させて、そこでしっかりと対
応するという考え方ができていたのが良かったと
思う。【関東地方環境事務所】  

・初動対応全般について － － 
■応急対応 
・災害廃棄物発生量等の
推計と処理スケジュー
ルの作成  

- 災害廃棄物発生量の推計 
- し尿処理発生量の推計 
- 処理スケジュールの作成 

－ － 

・災害廃棄物処理の基本
的な方向性  

- 処理方針、実行計画 

－ － 

・応急対応全般について ◎ 家屋等の浸水被害の状況や被災証明書の発行の状
況などの情報を庁内の関係各課と共有することに
より、災害廃棄物の発生量をイメージしながら対
応することができた。【浅川町】  

－ 

■復旧対応、災害査定 
・災害廃棄物の中間処理
及び最終処分  

- 処理フロー作成 
- 中間処理、資源化、 
最終処分の方針の検討 

－ － 

・土砂混じりがれきや倒
壊家屋等の撤去  

- 土砂混じりがれきの撤去 
- 倒壊家屋等の撤去 
- 分別土砂の利用 

◎ 今回の災害対応の中で、公費解体に関する解体の
手続きから処理までのマニュアルを作成して対応
することができた。マニュアルはコンサルタント
に委託して作成したが、マニュアルには、コンサル
タントに委託する内容、職員が実施する内容、住民
に要求する内容などを定めた。今後もこのマニュ
アルを生して対応したいと思う。【石川町】 

◎ 石川町ではこれまで家屋が倒壊するような災害が
少なかったが、福島県を通じて熊本や新潟へ災害
時に派遣された職員がおり、その職員のノウハウ
を生かして公費解体をスムーズに進めることがで
きた。【石川町】  

○ 被災家屋の被害判定
の調査で、水害ではど
の程度浸水したのか
で判定区分を判断す
ることができたが、今
回の福島県沖地震で
は傾きや壊れ方など
簡単に判断できない
ケースが多くあり、そ
れらについては設計
事務所などに２次判
定を依頼して、最終的
な判断をする作業が
必要となった。災害の
種類によっても、調査
方法が異なるという
ことも勉強になった。
【本宮市】  

・国への災害等廃棄物処
理事業の報告及び災害
査定  

- 災害等廃棄物処理事業の 
報告 

- 災害査定 

◎ 福島県からの民間コンサルタントの派遣が非常に
ありがたかった。職員が被災家屋の公費解体など
の現場対応により災害査定の準備をする余裕のな
い中で、職員が現場に出ている間に必要な書類を
作成してもらうことで職員の負担軽減につなが
り、円滑に災害対応をすることができた。この経験
から福島県沖地震では、市から民間コンサルタン
トに直接依頼し支援して頂いている。【本宮市】 

 広島県でも同様に民間コンサルタントに協力頂
き市町村へ支援をしたが市町村からは助けにな

－ 
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対応段階 得られたノウハウ、うまくいったこと (テーマ 2) その他 (テーマ 1,2共通) 
ったと言っていただいた。【広島県】 

◎ 災害査定の対応をするなかで、福島県から自治体
に解体家屋の所要額の積算ツールや実行計画のひ
な型などの情報提供ができていたところは良かっ
たと思う。【関東地方環境事務所】 

◎ 自治体にとって必要な経費などの考え方を事前に
整理する機会があったので、査定をスムーズに進
めることができたと思う。【関東地方環境事務所】  

・復旧対応全般について － － 
■災害廃棄物処理の全体を通じて 
・全体的な事項 
・平時の備え 
・被災後の取組 
・災害廃棄物処理計画、
その他マニュアル等 

・経験、ノウハウの継承 

◎ 福島県から県外への広域処理を行う上で必要とな
る放射性物質濃度の測定に関する測定要領を作成
することができた。今後の災害においても、円滑に
広域処理ができるようにこの測定要領を生かした
い。【福島県】 

◎ 勝手仮置場の問題の早期解消が求められていた中
で、一部事務組合と連携して、収集運搬業者や産業
廃棄物業者に協力を依頼し、人員や運搬車両を確
保して、年度内にはその問題を解消することがで
きた。今回の災害対応では、町独自では対応が難し
いことを認識することができたとともに、一部事
務組合と連携した協力体制をとるノウハウができ
たのが成果であると感じる。今後も協力していた
だくために、業者で組織を作って頂き協定を締結
するように一部事務組合で取り組んでいるところ
である。【石川町】 

○ 平成 30 年７月豪雨は
広島県にとって経験
のない規模の災害で
あったため、発災後か
なり混乱した。そうし
た中で多くのプッシ
ュ型支援の連絡をい
ただいた。受入れ準備
ができていない状況
であっても全て支援
を受け入れ、混乱を乗
り切ることができた。
特に東京都から、発災
後の処理計画作成支
援と災害査定前の市
町に対する報告書作
成支援は大きな力と
なった。【広島県】  

 
 
3) テーマ 3 

支援側の立場から（テーマ 3） 
 郡山市の一般廃棄物処理施設が被災したということで、環境省では一般廃棄物やし尿の受入先を調べて情報

提供させて頂いた。結果としてその受入先へは搬出しなかったが、その判断は情報提供から１か月以上経過
してからで、その間の情報共有がうまくいかなくて、どのような経緯で判断されたのかが分からなかった。
【東北地方環境事務所】 

 処理施設が稼働できない中で、毎日一般廃棄物は発生し、加えて災害廃棄物も発生しているという状況で、
県内の自治体の協力や、環境省の仮設焼却施設などを活用させていただき、廃棄物の処理が進んだ。廃棄
物の運搬に当たっては、市内の一般廃棄物を収集する委託業者や産業資源循環協会に協力して頂き実施し
ていた。し尿については、福島県を通じて県内の自治体に処理を受け入れて頂いた。【郡山市】 

 処理施設が被災すると本当に大変だと思う。今回の経緯を踏まえると、処理施設が稼働停止した時の広域
的な処理の調整は、福島県が中心となって進めていくのが良いと感じた。【東北地方環境事務所】 

◎ 奈良県では災害経験が少なく、災害廃棄物処理業務の知識やノウハウが少ない状況ではあったが、環境省に
相談し、福島県に人的支援として職員を派遣させていただいた。実際に被災した現場を経験した中で、奈良
県で準備が不足している部分を認識でき、その後災害対策本部として体制の見直しや、仮置場の候補地リス
トの作成などに取り組んでいる。また、近畿地方環境事務所に支援を頂きながら、市町村に向けた災害廃棄
物処理計画作成のための演習を実施し、県内でも策定率が徐々に上昇している。実際に被災した現場に行き
危機感を感じることで、災害に対する事前準備の取り組みに繋がっていると思う。【奈良県】 

 奈良県からの職員の派遣は、環境省本省の災害対策室の提案で、近畿地方環境事務所管内の府県に人的支
援を呼びかけ実現したもので、今回が初めての事例であった。環境省の人材バンクは、基本的に災害を経
験した都市から派遣されるが、今回奈良県は災害の経験が無い中でも積極的に被災地域に職員派遣を行い、
結果としてそれ以降、奈良県では災害に対する事前の準備が進んでいる。【近畿地方環境事務所】 

 民営化が進み自治体の災害に対応する能力が小さくなっている状況でも、災害は次々と発生しており、様々
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支援側の立場から（テーマ 3） 
な対策を考える必要があるが、奈良県の事例のように災害経験のない自治体が被災地域に支援に行くこと
により、災害の現場を経験することも有効な方法の一つであると思う。【近畿地方環境事務所】 

○ 支援先の福島県では、仮置場の情報整理も担当したが、情報を収集する様式が県・国それぞれ分かれており、
事前に統一した様式を準備できればもっと効率的に業務ができるように感じた。近畿地方環境事務所では、
近畿ブロックとしての様式を作成しており、奈良県の昨年の図上演習（新型コロナウイルスの影響で中止）
では、その様式を使用する予定であった。【奈良県】 

 処理施設は施設の特性上、住環境への影響などの関係から災害に対して弱い場所に立地しているケースが多
いと思うが、そのような中でも事業継続計画を作成している施設は少ないと思う。処理施設は立地上、被災
する可能性が高いということを踏まえて、事前に対策を考える必要があると感じている。【近畿地方環境事
務所】 

 支援・受援の関係について、近畿地方環境事務所では支援・受援に関するマニュアルの作成に取り組んでい
る。支援の具体的な手順や、支援側や受援に求められること、支援の引き際などについて整理する必要があ
ると思う。これは府県や市町村の意見を聞きながら作成していく必要があり、できるだけ継続的にやってい
くこと、できるだけ災害経験を持っているうちに取り組むことが必要であると感じている。【近畿地方環境
事務所】 

 発災前の対応で、東北ブロックのブロック協議会を発災の前日に開催をしたが、今思い返せば事前に気象庁
が強い口調で警戒を呼びかけていた中で協議会を開催するという判断は正しかったのか疑問に思う。同じよ
うなケースが今後あれば、恐らく前日に開催する判断はしないと思う。ただ、開催した協議会の中で、災害
の対応のフェーズ毎に必要となる対応や、被災した場合の支援などについて、より具体的に議論をすること
ができていれば良かったと思う。【関東地方環境事務所】 

 情報の収集・集約を担当していたが、どのように情報を取りまとめるかを明確化できていなかったり、様式
が統一されていなかったりしたため、情報の取りまとめが難しいと感じた。【関東地方環境事務所】 

 被災した自治体数も多く広範囲に渡ったこともあり、具体的な助言をすることに関しては難しさを感じた。
査定をしていく中で、市町村が行うものであれば何でも救い上げることができるのだというような、誤解が
広まってしまったところがあったように感じる。例えば、稲わらの問題でいうと、環境省のスキームでは集
積場に集積されたものに対して、そこからの運搬処理を対象としていたが、ほ場から集積場に集積する部分
も補助対象として計上しているような報告書の事例もあった。【関東地方環境事務所】 

 市町村と一部事務組合との役割分担について、補助金の説明会でもよく質問に挙がっていた。仮置場への搬
入は市町村、仮置場からの搬出は一部事務組合という役割分担のケースが多かったように感じるが、その連
携がどうだったのかを振り返っておく必要があると感じる。一部事務組合において搬出に関する契約手続が
整うまでに３～４か月かかり、搬出が進まない仮置場も実際にあったと思う。【関東地方環境事務所】 

○ 福島県でも令和元年東日本台風以降、災害廃棄物処理計画を作成し、その中でも県内で 100％の策定率を目
指すという考え方も明記されていた。福島県では、一部事務組合と構成自治体の関係で対応しているところ
が多いと思うが、組合単位で計画の策定を目指すというような考え方も有効ではないかと感じている。関東
ブロックでも、東京都の多摩地域で一部事務組合を中心に構成市町をまとめた形で計画をつくる取組もして
いるため、そういった知見もフィードバックできればと思う。【関東地方環境事務所】 

○ 福島県では新潟県、群馬県、栃木県、茨城県と５県で相互応援協定を結んでおり、その中で恐らく令和元年
東日本台風でも新潟県の広域処理をする考えが出てきたと思うが、福島県は関東ブロックと密接に連携し合
う立地柄であるので、関東ブロックと東北ブロックのブロック間での連携の考え方を整理する必要があると
考えている。【関東地方環境事務所】 

○ 今回のように 10 月頃に災害が発生すると、限られた期間の中で災害報告書の作成が求められるため、産業
資源循環協会にご協力頂き、災害報告書に添付する資料を実際に作業した業者に作成して頂けるとありがた
い。【東北地方環境事務所】 

 査定に当たっての協力については、既に査定に関する資料の提供や、査定への立会などで協力をさせてい
ただいている。引き続き市町村から査定への協力依頼があれば対応したいと考えている。【(一社)福島県産
業資源循環協会】 

 自衛隊との連携の問題については、令和元年東日本台風以降に環境省と防衛省の間でマニュアルを作成して
対応しているため、自衛隊の支援が必要なときは環境省に相談して頂ければと思う。【東北地方環境事務所】 

◎ 広島県では、平成 30 年 7 月豪雨に大きな被害のなかった北広島町が令和３年８月豪雨で被災したため、平
成 30 年 7 月豪雨で災害対応の経験のある坂町の職員をマッチングして派遣した。主に災害査定に向けた支
援として、各フェーズに応じて、作成すべき資料や必要となる契約について指導を行った。北広島町はチー
ムを組んで対応し、災害査定においてもよい結果を得ることができたため、町長をはじめとする北広島町職
員の方々から感謝の言葉をいただいた。福島県は県域が広く、今後災害対応経験の少ない自治体が被災する
こともあると思うが、今回災害対応された方々が人材バンクに登録して、そのような場合にその方々が支援



30 

支援側の立場から（テーマ 3） 
にいけるような仕組みができればいいと思っている。【広島県】 

 当協会では、基本的に市町村からの支援要請に基づき協力することになるが、令和元年東日本台風では、10
月 12 日の時点で協会の会員に、複数の市町村から事前に相談があり、仮置場の設置から災害ごみの搬入、
管理、処理まで協力させて頂いたケースもあった。一方、自衛隊などの協力を得て搬入していたところもあ
り、混雑した状況で仮置場に搬入されていたという状況もあった。今後は災害が発生する前からご協力でき
るような体制で進められればというふうに考えている。【(一社)福島県産業資源循環協会】 

◎ 情報の共有について、発災後に県と週１回の打合せを行い進捗状況や自治体の被災家屋の状況など情報共有
し、どのように進めれば良いかの方針や現場における課題についても県に随時相談することができ、その回
答も速やかに頂けたので、円滑な処理ができたと感じている。【(一社)福島県産業資源循環協会】  

受援側の立場から（テーマ 3） 
 一部事務組合の処理施設の余力が限られている中では、災害時における広域的な処理の必要性を非常に感じ

ている。県として広域的な調整について議論していただく機会を今後つくっていただけると、市町村として
は非常にありがたい。【本宮市】 

 県外への災害廃棄物の搬出については、未だに福島県の災害廃棄物に対して搬出先の地元から不安視する声
があるため、そのような地元の反応も想定しながら調整する必要性があると感じた。【本宮市】 

 県内や県外からも人的支援をしていただいて、特に四国３県には、２か月で延べ 1,500人ほど応援に来てい
ただき、避難所の運営や被災判定のための被害調査の原動力となり、非常に助けになった。一方で、受援側
として水害を経験されている四国の職員の方々のノウハウを生かしきれなかった部分もあったと感じる。
【本宮市】 

◎ 被災家屋の解体などの現場でアスベストやＰＣＢなどの困難物が発生したり、放射能の高い数値が検出され
たりなど、想定外の事態が起きたときにその問い合わせに対して、福島県には福島地方環境事務所が常駐し
ているためレスポンスよくご対応いただけたのが非常にありがたかった。【本宮市】 

 福島県と産業資源循環協会が協定を締結していたことにより、令和２年４月から石川町の災害廃棄物につい
ては全部管理を委託させていただいた。可能であれば災害が発生する前の仮置場の準備から、或いは仮置場
の管理の早い段階から委託できるような体制が望ましいと考えている。【石川町】 

 協会としても、仮置場の設置の初動の対応が重要だと考えているため、今後対応していきたいと考えてい
る。【(一社)福島県産業資源循環協会】  
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2.7 記録誌の作成 
 

「令和２年度令和元年東日本台風における災害廃棄物処理の振り返り等業務」で取りまとめ

た報告書を基に、本業務において収集した情報や座談会で挙げられた意見を踏まえ、岩手県、

宮城県、福島県における令和元年東日本台風に伴う災害廃棄物処理の内容を１冊にまとめ、記

録誌を作成した。 
 

 

図 2-3 記録誌（表紙） 
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2.8 災害廃棄物処理計画作成支援等調査 
対象団体との打合せ 

検討会を開催するにあたり、対象団体への本支援事業の説明や前提条件の確認、対象団体に

おける計画策定の意向確認のため対象団体との打合せを実施した。対象団体との打合せの実施

状況及び打合せ内容は次のとおりである。 
 

表 2-6 対象団体との打合せの実施状況 

対象団体 開催日時 場所 
黒川地域行政事務組合 令和 3 年 10 月 12 日（火） 10:00～11:00 黒川地域行政事務組合 

事務所会議室 
本宮市 令和 3 年 10 月 12 日（火） 14:30～15:30 本宮市役所 

１階会議室 
浅川町 令和 3 年 10 月 20 日（火） 13:00～14:00 浅川町役場 

２階会議室 
 

表 2-7 対象団体との打合せ内容 

対象団体 打合せ内容 
黒川地域行政事務組合 
本宮市 
浅川町 

〇支援事業の概要 
〇実施内容の確認 
〇実施スケジュール 
〇検討会について（開催時期、協議内容、出席者、開催場所） 
〇前提条件の確認（想定される災害、一般廃棄物処理施設） 
〇その他（計画策定の意向確認、役割分担の確認） 
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対象団体との検討会 
対象団体及び関係機関の担当職員出席のもと各対象団体において検討会を２回開催した。各

対象団体との検討会の開催状況、参加者及び議事を以下に示す。 
 

表 2-8 対象団体との検討会の開催状況 

対象団体 会議 開催日時 場所 

黒川地域 
行政事務 
組合 

第 1 回検討会 令和 3 年 12 月 17 日（金） 10:00～11:20 黒川地域行政事務組

合 事務所会議室 
第 2 回検討会 令和 4 年 2 月 21 日（月） 13:30～14:30 WEB 開催（Webex） 

本宮市 第 1 回検討会 令和 3 年 12 月 23 日（木） 14:30～15:30 本宮市役所 
３階会議室 

第 2 回検討会 令和 4 年 2 月 24 日（木） 10:00～11:00 WEB 開催（Webex） 
浅川町 第 1 回検討会 令和 3 年 12 月 23 日（木） 10:30～11:30 浅川町役場 

２階会議室 第 2 回検討会 令和 4 年３月 10 日（木） 15:00～16:00 
 

表 2-9 対象団体との検討会の参加者 

対象団体 県、市町村、一部事務組合 環境省 事務局 
黒川地域行政事務組合 宮城県、大和町、大郷町、大衡

村 
東北地方環境

事務所 
株式会社エイト 
日本技術開発 

本宮市 安達地方広域行政組合※ 東北地方環境

事務所 
株式会社エイト 
日本技術開発 

浅川町 石川地方生活環境施設組合※ 東北地方環境

事務所 
株式会社エイト 
日本技術開発 

※第１回検討会のみ参加 
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表 2-10 検討会の議事項目 

対象団体 会議 議事概要 
黒川地域行政事務組合 第 1 回検討会 〇計画の基礎資料について 

・基本事項の整理 ・災害廃棄物の発生量の推計 
・処理フローの検討 ・仮置場 
〇次回検討会について 

第 2 回検討会 〇計画の基礎資料について 
・処理困難物への対応方針 
・思い出の品等への対応方針 
・災害発生時の初動体制の計画 
〇今後の予定 

本宮市 第 1 回検討会 〇計画の基礎資料について 
・基本事項の整理 ・災害廃棄物の発生量の推計 
・処理フローの検討 ・仮置場 
〇次回検討会について 

第 2 回検討会 〇計画の基礎資料について 
・処理困難物への対応方針 
・思い出の品等への対応方針 
・災害発生時の初動体制の計画 
〇今後の予定 

浅川町 第 1 回検討会 〇計画の基礎資料について 
・基本事項の整理 ・災害廃棄物の発生量の推計 
・処理フローの検討 ・仮置場 
〇次回検討会について 

第 2 回検討会 〇計画の基礎資料について 
・処理困難物への対応方針 
・思い出の品等への対応方針 
・災害発生時の初動体制の計画 
〇今後の予定 
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計画の基礎資料の作成 
検討会における検討結果を踏まえ、対象団体による災害廃棄物処理計画の作成に活用できる

よう以下の項目について整理し、計画の基礎資料を作成した。 
 

 災害別・品目別の発生量の推計 
 処理困難物への対応方針 
 思い出の品等への対応方針 
 災害発生時の初動体制の計画 

 
各対象団体における計画の基礎資料は、「■ 計画の基礎資料編」に示す。 

 
 

処理計画のひな形作成 
ひな形は、計画の基礎資料を用いて、対象団体が独自に処理計画書を完成できるように、計

画に盛り込むべき事項を提示したものとした。地域の実状等を対象団体が自ら記載することで、

概ね処理計画の完成までの一助となる様式とした。 
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各対象団体における成果及び今後の課題等 
対象団体における目標、得られた成果及び今後の課題を以下に示す。 

表 2-11 各対象団体における成果及び今後の課題等 

対象団体 課題及び成果等 
黒川地域行

政事務組合 
■ 目標 

・本支援業務で検討した成果を活用し、令和４年度内に黒川地域行政事務組合

の構成自治体（大和町、大郷町、大衡村）において災害廃棄物処理計画を策

定することを目標とする。 
 
■ 得られた成果 

・対象団体の一般廃棄物処理施設の処理能力及び稼働実態に基づき、災害廃棄

物に対する余力を整理した。 
・水害による災害廃棄物発生量について、構成自治体への影響が想定される河

川の洪水浸水想定区域や建物の GIS データを用いて、浸水深を考慮した建物

被害棟数をもとに、災害廃棄物発生量を推計した。 
・構成自治体において、現在思い出の品等に関する取り扱いの対応方針がない

ため、災害廃棄物処理計画のなかで記載を検討することを確認した。 
・検討会では、構成自治体や宮城県も参加し災害廃棄物処理に係る意見交換や

情報共有をすることができた。 
 
■ 今後の課題等 

・構成自治体において、廃棄物担当部局の人員のみでは、災害廃棄物対策に対

応することが困難であることが把握され、庁内の他部局や民間団体との協力

体制の重要性を確認した。今後は、庁内の他部局との連携や関係機関からの

支援等について調整し、実行性のある災害廃棄物処理体制を検討することが

必要である。 
・一部構成自治体において、仮置場候補地の選定が課題であることが把握さ

れ、今後は仮置場候補地の確保にむけた検討が必要である。 
本宮市 ■ 目標 

・本支援業務で検討した成果を活用し、令和４年度内に対象団体において災害

廃棄物処理計画を策定することを目標とする。 
 
■ 得られた成果 

・水害による災害廃棄物発生量について、GIS を用いて現在公表されている河

川の洪水浸水想定区域に基づいた推計を実施した。 
・水害による災害廃棄物発生量について、公表時期の関係から「福島県災害廃

棄物処理計画」（福島県、令和 3 年 3 月）において対象外となっていた安達

太良川及び五百川の洪水浸水想定区域の GIS データを用いて、浸水深を考慮

した建物被害棟数をもとに、災害廃棄物発生量を推計した。 
・対象団体において、現在思い出の品等に関する取り扱いの対応方針がないた

め、災害廃棄物処理計画のなかで記載を検討することを確認した。 
・検討会では、地域における一般廃棄物処理を担う組合も参加し、災害廃棄物
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処理に係る意見交換や情報共有をすることができた。 
 
■ 今後の課題等 

・廃棄物担当部局の人員のみでは、災害廃棄物対策に対応することが困難であ

ることが把握され、庁内の他部局や民間団体との協力体制の重要性を確認し

た。今後は、庁内の他部局との連携や関係機関からの支援等について調整

し、実行性のある災害廃棄物処理体制を検討することが必要である。 
浅川町 ■ 目標 

・本支援業務で検討した成果を活用し、令和４年度内に対象団体において災害

廃棄物処理計画を策定することを目標とする。 
 
■ 得られた成果 

・対象団体の一般廃棄物処理施設の処理能力及び稼働実態に基づき、災害廃棄

物に対する余力を整理した。 
・水害による災害廃棄物発生量について、公表時期の関係から「福島県災害廃

棄物処理計画」（福島県、令和 3 年 3 月）において対象外となっていた社川

の洪水浸水想定区域の GIS データを用いて、浸水深を考慮した建物被害棟数

をもとに、災害廃棄物発生量を推計した。 
・対象団体において、現在思い出の品等に関する取り扱いの対応方針がないた

め、災害廃棄物処理計画のなかで記載を検討することを確認した。 
・検討会では、地域における一般廃棄物処理を担う組合も参加し、災害廃棄物

処理に係る意見交換や情報共有をすることができた。 
 
■ 今後の課題等 

・廃棄物担当部局の人員のみでは、災害廃棄物対策に対応することが困難であ

り、特に家屋解体における土木系の職員から支援の必要性が把握された。今

後は、庁内の他部局との連携や関係機関からの支援等について調整し、実行

性のある災害廃棄物処理体制を検討することが必要である。 
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